平成　　年度

指定障害福祉サービス事業者自己点検表・指導調書

【指定療養介護】

	事　業　所　名
	

	所在市町村名
	


※　記載上の注意
　　　

　　各着眼点について、貴事業所における事業所指定日以降の状況を、いずれか該当する□にのマークを記してください。
また、特に補足することがある場合は、「指導結果」欄以外の余白に記載してください。　  　 

指定障害福祉サービス事業者自己点検表・指導調書【指定療養介護】

	指導年月日
	平成　　年　　月　　日

	指導担当者

職・氏名
	


第１　基本方針
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　基本方針

	（１）利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画（個別支援計画）を作成し、これに基づきサービスを提供するとともに、その効果について継続的な評価の実施、その他の措置を講ずることにより、利用者に対して適切かつ効果的なサービスを提供しているか。

　　（法第43条、平成18年厚生労働省令第171号（以下「平18厚令171」という。）第3条1項）

※　対象者

　病院等への長期入院による医学的ケアに加え、常時の介護を必要とする障害として次に掲げる者

①　筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者であって、区分６の者
②　筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者であって、区分５以上の者

	　□適切に行っている

　□適切に行っていない
　


	１　運営規程

２　パンフレット
	

	
	（２）利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めているか。（平18厚令171第3条2項）

	　□努めている

　□努めていない　
	１　運営規程

２　パンフレット
	

	
	（３）利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めているか。
（平18厚令171第3条3項）


	　□努めている

　□努めていない
	１　運営規程

２　パンフレット
３　人権の擁護、虐待の防止等に向けた具体的対応の確認　
	

	
	（４）指定療養介護事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、身体その他の状況その置かれている環境に応じて、機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の世話を適切かつ効果的に行っているか。
（平18厚令171第49条、2条の2）


	　□適切に行っている

　□適切に行っていない　
	１　運営規程

２　パンフレット
	


第２　人員に関する基準

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　従業者の員数

(1) 医師
	医師の員数は、厚生労働大臣が定める基準（医療法施行規則第19条に基づく医療機関に置くべ
き医師数の基準）以上となっているか。（平18厚令171第50条1項1号、第115条）

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない
	
	

	(2) 看護職員


	看護職員（看護師又は准看護師若しくは看護補助者）の員数は、指定療養介護の単位（サービス
の提供が一体的に行われるもの）ごとに、常勤換算方法で、利用者数を２で除した数以上となっているか。（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

（平18厚令171第50条1項2号、同3号）

※　利用者数の算定方法
　１　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）

  ２　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

３　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。
※　常勤換算方法
　　「事業所における勤務延べ時間数÷常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤務す

べき時間数）」で算定する。（小数点第２位以下切り捨て）

　なお、１週間の勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない


	１　直近月の配置人員（事
前調書Ｐ６の(Ｂ)）と必
要人員（本調書Ｐ３の
(Ｄ)）との対比

（必要に応じて直近月以外
の月を確認） 
	

	
	
	看護職員の必要人員
　　左欄の「※　利用者数の算定方法」のいずれかの方法により、利用者数を算定する。

①　算定に用いた期間

　□前年度（※１）
□定員減後の３か月間（※２）

□その他（※３）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

②　開所日数（①に基づく期間）

　　　　　　　　　　　　　日
③　延利用者数（①に基づく期間）

区　　分

延利用者数

平均利用者数
ア　区分５

人

．　人
イ　区分６

人

．　人
　　小　　計

人
　　　　．　人(Ａ)
ウ　特定旧法受給者等

人
　　　　．　人(Ｂ)

合　　計

人
　　　　．　人(Ｃ)

　　　※平均利用者数は、延べ利用者数／開所日数（小数点第２位以下切り上げ）

④　看護職員の必要人員（(Ｃ)／２）　　　　　．  人(Ｄ)
※小数点第２位以下切り捨て
	

	(3) 生活支援員

(4) サービス管理責任者


	生活支援員の員数は、指定療養介護の単位ごとに、常勤換算方法で、ア及びイの合計数以上となっているか。また、１人以上は常勤であるか。

（ただし、看護職員が、常勤換算方法で、利用者数を２で除した数以上置かれている場合は、その上回っている員数を生活支援員の数に含めることができる。→事前調書Ｐ６参照）

　ア　特定旧法受給者等を除く利用者を４で除した数以上

　　　　※　指定短期入所利用者を含む、

　イ　特定旧法受給者等を６で除した数以上

　　　　　　（平18厚令171第50条1項3号、附則第3条2項）

　　（小数点第２位以下切り捨て）


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない


	１　直近月の配置人員（事

前調書Ｐ６の(Ｃ)と必要

人員（本調書Ｐ４の(Ｇ)

又は（Ｈ））との対比

（必要に応じて直近月以外の月を確認）

、
	

	
	※  特定旧法受給者等（→経過措置者）
　　次の①、②のいずれかに該当する者

①　平成18年9月30日において現に重症心身障害児施設、又は児童福祉法及び旧身体障害者福祉法に規定する指定医療機関に入所・入院し、平成18年10月1日以降も引き続き入所・入院している者で、障害程度区分から指定療養介護の対象とならない者

（平成24年3月31日までの間の経過措置）

　

※　療養介護の対象とならない者は、障害程度区分は４以下の者

②　平成18年9月30日において現に入院・入所していた①の施設等を退所・退院した後、やむを得ない事情により地域における生活の継続が困難になったと市町村が認めた者で、障害程度区分から指定療養介護の対象とならない者

　（平18厚令171附則第4条1項、厚生労働省告示第553号、同第556号、平18厚告523別表第4の1の注2）  
※  指定医療機関からの転換
平成18年10月1日に現存する指定医療機関が指定療養介護に転換する場合において、

生活支援員が特定旧法受給者等を除く利用者を４で除した数以上を満たすための人員配置計画を作成した場合は、常勤換算方法で、指定療養介護の単位ごとに、利用者数を６で除した数で足りる。（平成24年9月30日までの経過措置）

（平18厚令171附則第3条1項）  

	下記の「生活支援員の必要人員」を自主点検してください。
また、療養介護サービス費（Ⅰ）を算定している場合は、本調書の「区分６の利用者の割合」についても自主点検してください。

生活支援員の必要人員
１　特定旧法受給者等を除く利用者（区分５・６）に係る必要人員

　→区分５・６の平均利用者数(Ａ)／４＝　　　．  人(Ｅ)

　　　※小数点第２位以下切り捨て

２　特定旧法受給者等に係る必要人員

　

　→特定旧法受給者等の平均利用者数(Ｂ)／６＝　　　．  人(Ｆ)

※小数点第２位以下切り捨て

３　生活支援員の必要人員

　→(Ｅ)＋(Ｆ)＝　　　．  人(Ｇ)

※　指定医療機関から転換した場合で人員配置計画を作成した場合

　の必要人員（該当する場合にのみ点検）

　

　→当該事業所の平均利用者数(Ｃ)／６＝　　　．  人(Ｈ)

　　　※小数点第２位以下切り捨て

区分６の利用者の割合

→区分６の延利用者数（　　　　人）／区分５・区分６の延利用者数（　　　　人）×100＝　　　　　％(Ｉ)

※１　小数点第１位以下四捨五入


	

	
	ア　サービス管理責任者は、利用者数の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）
　また、１人以上は常勤となっているか。（平18厚令171第50条1項4号、同6項）
　　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上

イ　サービス管理責任者は、次の①～③のいずれの資格要件も満たしているか。

　　　①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者

（a～cのいずれかを満たすこと。）
a　(ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

b　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

c　a又はbの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（介護に関する分野）の修了者

③　相談支援従事者初任者研修(講義部分)修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　（厚生労働省告示第544号）

※　経過措置

　実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義

部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。　


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

　□資格の要件を満たしている

　　→□左記の資格要件①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）
	１　事前調書Ｐ４～５

（必要に応じて直近月以外の月を確認）

２　資格証明書、修了証明

書
	

	(5)利用者数の算定


	左記の(2)～(4)の利用者数の算定方法は、次のような処理を行っているか。
（平18厚令171第50条2項）

ア　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）

イ　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする
ウ　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。
	□適切に行っている

　□適切に行っていない
	
	

	(6) 職務の専従


	　生活支援員及びサービス管理責任者は、専ら当該事業所に従事しているか。

（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）　

（平18厚令171第50条4項）

　
※　サービス管理責任者及び従業者の勤務形態
  １　サービス責任管理者

(1) 原則として専従でなければならず、サービス管理責任者と直接サービス提供を行う

生活支援員等の兼務は認められるものではない。

　(2) ただし、サービス提供に支障がない場合は、サービス管理責任者が当該事業所の他の職務に従事することができる。（この場合、他の職務に係る常勤換算に、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を算定することはできない。）

　　また、１人のサービス管理責任者は最大で60人までの個別支援計画の作成等の業

務を行うことができることから、この範囲内で、ア又はイのサービス管理責任者との

兼務は差し支えない。

ア　指定共同生活介護事業所又は指定生活共同援助事業所のサービス管理責任者

イ　大規模な指定障害福祉サービス事業所等において、専従かつ常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理者

　２　従業者

　サービス管理責任者を除く従業者（ただし、医師及び看護師を除く）は、原則として

専従であるが、時間を分けて複数の事業所に勤務することも可能である。（この場合、

それぞれの事業所における当該従業者の常勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間

を算定する。）

なお、指定療養介護事業所は、常勤の生活支援員が１人以上必要であることに留意すること。

	　□いずれも専従である

　□一部は専従ではない

→□当該事業所の業務に支障はない

　　　□当該事業所の業務に支障がある　


	１　事前調書Ｐ４～５
２　組織図


	

	(7)　管理者


	ア　専らその職務に従事する管理者を置いているか。（ただし、管理上支障がない場合はこの限りでない。）（平18厚令171第51条）

※　管理者の勤務形態

　原則として専従であるが、管理業務に支障がないときは、ア又はイのとおり他の職務を兼務することができる。（この場合、管理者がサービス管理責任者を兼務しない場合に限り、当該勤務時間を従業者の勤務時間に算定できる。）

　ア　当該事業所のサービス管理責任者又は従業者

イ　特に当該事業所の管理業務に支障がない場合は、他の事業所又は施設等の管理者又はサービス管理責任者若しくは従業者

イ　指定療養介護事業所は病院であることから、指定療養介護事業所の管理者は医師でなければならない。（基準第51条）

	　□専従の管理者を配置している

　□兼務の管理者を配置している

→□当該事業所の管理に支障はない

　　　□当該事業所の管理に支障がある（業務過剰等）
□資格の要件を満たしている

　　→□左記の資格要件を満たす　

　□資格の要件を満たしていない

	１　事前調書Ｐ４～５
２　勤務表
	


第３　設備に関する基準
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　設備

	（１）医療法に規定する病院として必要とされる設備及び多目的室その他運営上必要な設備を設けているか。（平18厚令171第52条1項）


	　□設けている
　□一部設けていない

その内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　

　


	１　平面図（実地確認）
２　運営規程、重要事項説明書
	

	
	（２）（１）に規定する設備は、指定療養介護事業所に専用であるか。（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りではない。）
（平18厚令171第52条2項）


	　□全て専用である
　□一部兼用である


	
	


第４　運営に関する基準
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　内容及び手続
きの説明及び同

意


	（１）利用申込みがあったときは、障害の特性に配慮しつつ、利用申込者に対し、サービスの選択に必要な重要事項（運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等）をパンフレット等で説明を行い、同意を得ているか。
　（同意は、利用者及び事業者双方の保護の立場から、書面によって確認するのが望ましい。）

（平18厚令171第76条(第9条1項)）




	　□適切に行っている
□適切に行っていない

　　　　　　　　　　　　　　
	１　運営規程、重要事項説明書、パンフレット
２　契約書（又は同意書）

３　同意書（作成している場合）


	

	
	（２）利用契約をしたときは、利用者に対し、社会福祉法第77条の規定に基づき、書面（契約書、重要事項説明書）を交付しているか。（平18厚令171第76条(第9条2項)）
	　□交付している
□交付していない

　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　契約書
２　重要事項説明書
	

	２　提供拒否の禁
止


	正当な理由なく、サービスの提供を拒んでいないか。（平18厚令171第76条(第11条)）
※　正当な理由
１　現員からは利用申込みに応じきれない場合

　２　運営規程に主たる障害の種類を定めており、この該当者以外からの利用申込みがあった場合、その他適切なサービスの提供が困難な場合

　３　入院治療が必要な場合　等

	　□拒んでいない
□拒んでいる

　　　拒んでいる場合の理由
	１　拒んでいる場合は、その理由の詳細を確認
	

	３　連絡調整に対
する協力　
	サービス利用の連絡調整に当たり、市町村又は相談支援事業者にできる限り協力しているか。
（平18厚令171第76条(第12条)）

　
	　□協力している
□協力していない


	１　連絡調整に関する記録等
	

	４　受給資格の確認

	　サービスの提供に当たり、受給者証により、支給決定の有無、支給決定有効期間、支給量等を確かめているか。（平18厚令171第76条(第14条)）

	　□確かめている
□確かめていない


	１　受給者証
	

	５　介護給付費の支給の申請に係る援助　

	（１）支給決定を受けていない者から利用申込みがあった場合、速やかに介護給付費の申請が行われるよう必要な援助を行っているか。（平18厚令171第76条(第15条1項)）
	　□行っている
□行っていない


	１　相談記録等
	

	
	（２）支給期間の終了に伴う介護給付費の申請について、支給決定に通常要する期間を考慮し、申請勧奨等の必要な援助を行っているか。（平18厚令171第76条(第15条2項)）
	　□行っている
□行っていない


	１　サービス提供記録等
	

	６　心身の状況等
　の把握
	サービスの提供に当たり、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めているか。（平18厚令171第76条(第16条)）

	　□努めている
□努めていない


	１　心身状況等に関する調査書等
２　サービス提供記録等
	

	７　指定障害福祉
サービス事業者等との連携等


	（１）サービスの提供に当たり、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、他の指定障害福祉サービス事業者等その他の保健医療・福祉サービス提供者との密接な連携に努めているか。（平18厚令171第76条(第17条1項)）
	　□努めている
□努めていない


	１　サービス提供記録
２　連絡調整に関する記録等
	

	
	（２）サービスの提供の終了に際して、利用者又は家族に対し適切な援助を行うとともに、保健医療・福祉サービス提供者との密接な連携に努めているか。（平18厚令171第76条(第17条2項)）
	　□努めている
□努めていない


	１　サービス提供記録
２　連絡調整に関する記録等
	

	８　サービスの提供の記録

	（１）サービスを提供した際に、提供日、サービスの具体的な内容その他必要な事項（提供時間数、利用者負担額等の伝達事項）をその都度記録しているか。
（平18厚令171第76条(第19条1項)）


	　□記録している
□記録していない


	１　サービス提供記録
	

	
	（２）サービス提供の記録に際し利用者からサービスを提供した旨の確認を受けているか。
（平18厚令171第76条(第19条2項)）


	□受けている
□受けていない
	
	

	９　契約支給量の

　報告等
	（１）入所又は退所に際し、入所又は退所の年月日、その他受給者証記載事項（事業者名、指定療養介護の内容、契約支給量、契約日等）を受給者証に記載しているか。

（平18厚令171第53条1項）
	□記載している
□記載していない
	１　受給者証
	

	
	（２）利用契約をしたときは、受給者証記載事項その他必要な事項を市町村に対し遅滞なく報告しているか。（平18厚令171第53条2項）

	□報告している
□報告していない
	１　報告控
	

	
	（３）受給者証記載事項に変更があった場合は、（１）及び（２）に準じて取り扱っているか。　　　（平18厚令171第53条3項）


	□適正に取り扱っている
□適正に取り扱っていない
	１　受給者証
２　報告控
	

	10　利用者に求めることのできる金銭の支払の範囲等

	（１）利用者負担額以外に利用者から金銭の支払いを求める場合、使途が直接利用者の便益を向上させるものであって、利用者に支払を求めることが適当であるものに限られているか。
（平18厚令171第76条(第20条1項)）

	　□限られている
□限られていない


	１　契約書、重要事項説明書

	

	
	（２）金銭の支払いを求める際に、使途、額及び支払いを求める理由を書面で明らかにし、利用者から同意を得ているか。（ただし、次の１１の（１）～（３）については、この限りではない。）
（平18厚令171第76条(第20条2項)）


	　□同意を得ている
□同意を得ていない

　


	１　契約書、重要事項説明書
２　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	11  利用者負担額

　等の受領


	（１）法定代理受領による場合、利用者から利用者負担額を受領しているか。（負担額が生じる場合は必ず受領すること。）  （平18厚令171第54条1項）
※　利用者負担額
利用者負担額は、障害福祉サービス受給者証及び療養介護医療受給者証にそれぞれ記載されている「負担上限月額」の範囲内であること。

	　□受領している
□受領していない


	１　領収書控
２　受給者証、利用者負担に関する台帳


	

	
	（２）法定代理受領を行わないサービスを提供した際に、指定療養介護に係る厚生労働大臣が定め
る基準額、及び指定療養介護医療に係る厚生労働大臣が定めるところにより算定した額を受領しているか。（平18厚令171第54条2項）


	　□受領している
□受領していない

　□該当なし
	１　領収書控

	

	
	（３）（１）及び（２）のほか、提供した便宜に要する費用のうち、利用者から受けることができる次の費用の支払いを受けているか。（平18厚令171第54条3項）
ア　日用品費

イ　日常生活において通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの（その他の日常生活費）

　　　

※　日用品等の徴収額
介護給付費の支給対象となっているサービスに係る費用の徴収は認められない。

また、お世話料、管理協力費等のあいまいな名目による費用の徴収や、各利用者から一律に徴収することは認められない。

	　□支払いを受けている
□支払いを受けていない

　
	１　重要事項説明書により利用料を確認
２　領収書控


	

	
	（４）（１）から（３）の費用を受領した場合に、利用者に対し領収書を交付しているか。
（平18厚令171第54条4項）


	　□交付している
□交付していない


	１　領収書控
	

	
	（５）（３）のサービス提供に当たり、利用者に対しあらかじめサービスの内容及び費用について説明し、同意を得ているか。（平18厚令171第54条5項）

	　□同意を得ている
□同意を得ていない


	１　契約書、重要事項説明書
２　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	12利用者負担額に係る管理

	他事業所の利用者負担額を含め、利用者負担額の管理（上限額管理）を行っている場合、障害福祉サービスに係る利用者負担額及び療養介護医療に係る利用者負担額の算定は適正か。

また、上限額管理を行う事業者は、これらの利用者負担額を市町村に報告するとともに、利用者及び他事業者に通知しているか。（平18厚令171第55条）


	□適正に上限額管理を行っている
□適正に上限額管理を行っていない

□上限額管理結果を報告等している

□上限額管理結果を報告等してない　
	１　上限額管理依頼書
２　上限額管理関係書類
	

	13　介護給付費の額に係る通知等

	（１）法定代理受領により市町村から介護給付費及び療養介護医療費を支給された場合、利用者に対しその額を通知しているか。（平18厚令171第56条1項）
	　□通知している
□通知していない


	１　通知書控
	

	
	（２）利用者から法定代理受領を行わないサービスの費用を受領した場合、サービスの内容、費用の額その他利用者が市町村に介護給付費等の請求をする上で必要な事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しているか。（平18厚令171第56条2項）
	　□交付している
□交付していない

　□該当なし
	１　サービス提供証明書控
	

	14　指定療養介護の取扱方針

	取扱方針は次に掲げるところとなっているか。（平18厚令171第57条）
　①　事業者は、療養介護計画に基づき、利用者の心身の状況等に応じて、適切な支援を行うとともに、サービスの提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮しているか。

②　従業者は、サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又は家族に対し、支援上必要な事項について、理解しやすいように説明を行っているか。

③　事業者は、提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図っているか。


	　□取扱方針は左記の基本方針に沿ったものとなっている
□取扱方針は左記の基本方針に沿ったものとなっていない


	１　運営規程、重要事項説明書、パンフレット
２　療養介護計画書、サービス提供記録

３　各種会議録　
	

	15療養介護計画の作成等
15療養介護計画の作成等

	（１）管理者は、サービス管理責任者に、サービスに係る個別支援計画（療養介護計画）の作成に関する業務を担当させているか。（平18厚令171第58条1項）

	　□担当させている    
　□その他


	１　療養介護計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（２）サービス管理責任者は、療養介護計画の作成に当たり、利用者の能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて、利用者の希望する生活や課題等の把握（アセスメント）を行い、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう適切な支援内容の検討を行っているか。（平18厚令171第58条2項）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　療養介護計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（３）アセスメントに当たっては、利用者に面接して行っているか。
この場合において、サービス管理責任者は、面接の趣旨を利用者に対し十分説明し、理解を得ているか。（平18厚令171第58条3項）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　療養介護計画書
（アセスメントを含む）
	

	
	（４）サービス管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及び家族の生活に関する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、療養介護の目標及びその達成時期、サービスを提供する上での留意事項等を記載した療養介護計画の原案を作成しているか。
　　　この場合において、他の保健医療サービス又は福祉サービス等との連携も含めて、計画の原案に位置付けるよう努めているか。（平18厚令171第58条4項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　療養介護計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（５）サービス管理責任者は、療養介護計画作成に係る会議を開催し、計画の原案について意見を求めているか。（平18厚令171第58条5項）

	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　計画作成に関する会議録
	

	
	（６）サービス管理責任者は、療養介護計画の原案について、利用者又は家族に説明し、文書により利用者の同意を得ているか。（平18厚令171第58条6項）


	　□同意を得ている
□同意を得ていない


	１　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	
	（７）サービス管理責任者は、療養介護計画を作成した際に、計画を利用者に交付しているか。
（平18厚令171第58条7項）
	　□交付している
　□交付していない
	１　交付控（又は交付が客観的に確認できるもの）
	

	
	（８）サービス管理責任者は、療養介護計画の作成後、計画の実施状況の把握（モニタリング）（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行うとともに、少なくとも６月に１回以上、計画の見直しを行っているか。（平18厚令171第58条8項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　療養介護計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（９）サービス管理責任者は、モニタリングに当たっては、利用者及び家族等と連絡を継続的に行うとともに、特段の事情がない限り、①定期的な利用者との面接、②定期的なモニタリングの結果の記録を行っているか。（平18厚令171第58条9項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　療養介護計画書
２　モニタリングの記録
	

	
	（10）療養介護計画に変更のあった場合、（２）から（７）に準じて取り扱っているか。
（平18厚令171第58条10項）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　療養介護計画書
２　計画作成に関する会議録  
	

	16　サービス管理責任者の責務

	サービス管理責任者は、療養介護計画の作成のほか、次に掲げる業務を行っているか。
（平18厚令171第59条）

（１）利用申込者の利用に際し、利用中の他の障害福祉サービス事業所等への照会等により、心身の状況及び他の障害福祉サービスの利用状況等を把握すること。

（２）利用者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう定期的に検討するとともに、自立した日常生活を営むことができると認められる利用者に対し、必要な支援を行うこと。

（３）他の従業者に対し技術的指導及び助言を行うこと。
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　サービス提供記録
２　各種会議録、研修記録
	

	17　相談及び援助
	常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又は家族に対し、
適切に相談に応じるとともに、必要な助言等を行っているか。（平18厚令171第60条）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　サービス提供記録

２　相談記録等
	

	18　機能訓練
	利用者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、必要な機能訓練を行っているか。（平18厚令171第61条）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　療養介護計画書

２　サービス提供記録


	

	19　看護及び医学的管理の下における介護


	（１）看護及び医学的管理の下における介護は、利用者の病状及び心身の状況に応じ、利用者の自立と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行っているか。
（平18厚令171第62条1項）


	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	１　療養介護計画書

２　サービス提供記録
	

	
	（２）利用者の病状及び心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立について必要な援助（トイレ誘導や排せつ介助等）を行っているか。（平18厚令171第62条2項）
	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	１　療養介護計画書

２　サービス提供記録


	

	
	（３）おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えているか。（おむつ交換は、頻繁に行えばよいということではなく、利用者の排せつ状況を踏まえて実施すること。）

（平18厚令171第62条3項）


	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	１　療養介護計画書

２　サービス提供記録


	

	
	（４）利用者に対し、離床、着替え及び整容その他日常生活上の世話を適切に行っているか。

（平18厚令171第62条4項）
	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	１　療養介護計画書

２　サービス提供記録


	

	
	（６）利用者の負担により、当該事業所の従業員以外の者による看護又は介護を受けさせていないか。（平18厚令171第62条5項）


	□受けさせていない
□受けさせている
	
	

	20　その他のサービスの提供

	（１）利用者のためのレクリエーション行事を行うよう努めているか。

（平18厚令171第63条1項）
	　□努めている
　□努めていない
	１　事業計画、事業実績報告書
	

	
	（２）常に家族との連携を図るとともに、利用者と家族の交流等の機会を確保するよう努めている
か。（平18厚令171第63条2項）
	　□努めている
　□努めていない


	１　療養介護計画書


	

	21　緊急時等の対
応


	従業者は、現にサービスを提供しているときに利用者に病状の急変があった場合、その他必要な場合に、速やかに他の専門医療機関へ連絡する等必要な措置を講じているか。（あらかじめ職員に対し、緊急時の対応方法に関して周知を図ること。運営規程への記載等）
 （平18厚令171第64条）
	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない


	１　事故対応マニュアル（努力義務）
２　職員への周知に関する資料等
	

	22　利用者に関す
る市町村への通知
	利用者（支給決定障害者）が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しているか。（平18厚令171第65条）

（１）正当な理由なしに、指定療養介護の利用に関する指示に従わないことにより、障害の状態等を悪化させたと認められるとき。
（２）偽りその他不正な行為によって特例介護給付費又は療養介護医療費の支給を受け、又は受けようとしたとき。
	　□通知している
□通知していない

□該当なし


	１　通知書控
	

	23　管理者の責務

	管理者は、従業者及び業務等の管理を一元的に行っているか。
また、指定障害福祉サービス基準（本調書の各着眼点）を遵守させるため、必要な指揮命令を行っているか。（平18厚令171第66条）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　組織図
２　職務分担表

３　業務日誌等
	

	24　運営規程

	指定療養介護事業所ごとに、次に掲げる重要事項に関する運営規程を定めているか。
（平18厚令171第67条）

①　事業の目的及び運営の方針

②　従業者の職種、員数及び職務の内容

③　利用定員

④　指定療養介護の内容並びに利用者から受領する費用の種類及びその額

⑤　サービス利用に当たっての留意事項

⑥　緊急時等における対応方法

⑦　非常災害対策

⑧　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

⑨　虐待の防止のための措置に関する事項

⑩　その他運営に関する重要事項（苦情解決体制、事故発生時の対応等）
	　□適切に定めている
□適切に定められていない


	１　運営規程

	

	25　勤務体制の確保等

	（１）利用者に対して適切なサービスが提供できるよう、従業者の勤務体制を定めているか。
　　　（平18厚令171第68条1項）

　※　月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。


	□勤務体制を定めている
　□勤務体制を定めていない
	１　事務分担表
２　勤務表


	

	
	（２）当該事業所の従業者によってサービスを提供しているか。
（平18厚令171第68条2項）

※　ただし、調理業務、洗濯等の利用者に対するサービス提供に直接影響を及ぼさない業務については、第三者への委託も可能。


	　□当該事業所の従業者がサービスを提供している
□当該事業所以外の者がサービスを提供している

　外部委託をしている場合

　□委託業務が適切である

　□委託業務が適切でない
	１　勤務表
	

	
	（３）従業者の資質の向上のため、研修の機会を確保しているか。
（平18厚令171第68条3項）


	□確保している
□確保していない
	１　研修記録
２　研修予定表
	

	26  定員の遵守

	利用定員を超えて指定療養介護の提供を行っていないか。（平18厚令171第69条）
（ただし、災害等その他のやむを得ない事情がある場合はこの限りではない。）

※　定員の遵守要件の緩和
下記に該当する利用定員を超えた受入については、適正なサービス提供が確保されるこ

とを前提とし、地域の社会資源の状況等から新規の利用者を受け入れる必要がある等やむを得ない事由が存する場合に限り、可能である。（１、２を超えた利用は報酬の減算）

  １　過去３月間の利用者数の平均値

　　   「定員×105/100」を超える場合　（※定員規模による区分なし）

　

２　１日の利用者数が次のいずれかに該当する場合

　　（１）定員50人以下：「定員×110/100」を超える場合

（２）定員51人以上：「55＋（定員－50）×105/100」を超える場合 

	　□利用定員を超えていない
　□利用定員を超えている

　→□適正なサービス提供が行われている

　　□適正なサービス提供が行われていない

　→□受入者数が基準以内である

　　　□受入者数が基準を超えている
	１　事前調書Ｐ３
	

	27　非常災害対
策



	（１）消火設備その他非常災害に際して必要な設備を設置するとともに、非常災害に関する具体的計画の策定、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しているか。（平18厚令171第70条1項）
※　補足事項
１「消火設備その他の非常災害に際して必要な設備」

　　→　消防法その他法令等に規定された設備（詳細は管轄の消防署等に確認のこと）

２「非常災害に関する具体的計画」

　　→　消防法施行規則第3条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をいう。

　　　　この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法第8条の規定により、防火管理者を置くこととされている。

３「関係機関への通報及び連携体制の整備」

　　→　火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職員に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りを図ること。

	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　消火設備
２　関係機関への通報・連絡体制の整備、従業者への周知状況の確認
	

	
	（２）非常災害に備え、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか。
　（平18厚令171第70条2項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　避難訓練等に関する記録
	

	28　衛生管理等

	（１）利用者の使用する設備及び飲用水について、衛生的な管理及び衛生上必要な措置を講じているとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行っているか。（平18厚令171第71条1項）
	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない


	１　講じている措置（対応）の確認
	

	
	（２）感染症又は食中毒の発生防止、まん延防止に必要な措置（従業者へ周知等）を講ずるよう努めているか。（平18厚令171第71　条2項）

	　□努めている
　□努めていない


	１　講じている措置（対応）の確認
	

	29　掲示

	事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、勤務体制その他利用者申込者のサービスの選択に資
する重要事項を掲示しているか。（平18厚令171第72条）


	　□掲示している
□掲示していない


	１　重要事項の掲示状況
	

	30  秘密保持等

	（１）従業者及び管理者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らしていないか。（平18厚令171第76条(第36条1項)）

	　□適切に配慮している
□適切に配慮していない


	
	

	
	（２）従業者及び管理者であった者が、正当な理由なく業務上知り得た利用者等の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を講じているか。（一例として、従業者と雇用契約時に取り決めを行う等、なお、退職後も秘密の保持が必要）（平18厚令171第76条(第36条2項)）

	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない

　
	１　講じている措置（対応）の確認
	

	
	（３）他の事業者等に対し、利用者又は家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により利用者又は家族の同意（包括的な同意で可）を得ているか。
（平18厚令171第76条(第36条3項)）
	　□同意を得ている
□同意を得ていない


	１　書面、同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	31　情報の提供
　等


	（１）利用希望者が適切かつ円滑に利用できるよう、当該事業所が実施する事業内容の情報提供に努めているか。（平18厚令171第76条(第37条1項)）

	　□努めている
□努めていない


	１　パンフレット
２　その他情報提供に関する資料等 
	

	32  利益供与等の禁止

	（１）相談支援事業者若しくは他の障害福祉サービス事業者又はその従業者に対し、利用者又は家族に当該事業者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与していないか。（平18厚令171第76条(第38条1項)）

	　□供与していない
□供与している


	
	

	
	（２）相談支援事業者若しくは他の障害福祉サービス事業者又はその従業者から、利用者又は家族を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受していないか。
　　（平18厚令171第76条(第38条2項)）


	　□収受していない
□収受している


	
	

	33　苦情解決　
33　苦情解決　

	（１）利用者又は家族からのサービスに関する苦情に迅速かつ適切に対応するため、必要な措置（相談窓口、苦情解決体制の整備、運営規程への記載等）を講じているか。
（平18厚令171第76条(第39条1項)）
	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない

　
	１　事前調書Ｐ８
２　苦情解決処理に関する規程等
	

	
	（２）（１）の苦情について、受付日、内容等を記録しているか。
（平18厚令171第76条(第39条2項)）

	　□記録している
□記録していない

　□該当なし
	１　苦情に関する記録
	

	
	（３）提供したサービスに関し、障害者自立支援法（以下「法」という。）第10条第1項の規定により市町村が行う文書等の提出、提示の命令、当該職員からの質問、当該事業所の帳簿書類等の検査に応じているか。
また、利用者等からの苦情に関して市町村が行う調査に協力し、市町村から指導等があった場合は、必要な改善を行っているか。（平18厚令171第76条(第39条3項)）


	　□適切に対応している
□適切に対応していない

　□該当なし


	１　関係書類控
	

	
	（４）提供したサービスに関し、法第11条第2項の規定により県知事が行う帳簿書類等の提出、提示の命令、当該職員からの質問に応じているか。
また、利用者等からの苦情に関して県知事が行う調査に協力し、県知事から指導等があった場合に、必要な改善を行っているか。（平18厚令171第76条(第39条4項)）


	　□適切に対応している
□適切に対応していない

　□該当なし


	１　関係書類控
	

	
	（５）提供したサービスに関し、法第48条第1項の規定により県知事又は市町村長が行う帳簿書類等の提出、提示の命令又は当該職員からの質問、帳簿書類等の検査に応じているか。
また、利用者等からの苦情に関して県知事又は市町村長が行う調査に協力し、県知事又は市町村長から指導等があった場合は、必要な改善を行っているか。

（平18厚令171第76条(第39条5項)）
	　□適切に対応している
□適切に対応していない

　□該当なし

　


	１　関係書類控
	

	
	（６）県知事等から求めがあった場合に、（３）から（５）の改善内容を報告しているか。
　（平18厚令171第76条(第39条6項)）

　　
	　□報告している
□報告していない

　□該当なし


	１　関係書類控

	

	
	（７）運営適正化委員会が社会福祉法第85条の規定により行う苦情解決に向けた調査、斡旋にできる限り協力しているか。（平18厚令171第76条(第39条7項)）
	　□協力している
□協力していない

□該当なし
	１　関係書類控
	

	34　事故発生時の対応

	（１）利用者へのサービス提供に際し事故が発生した場合は、県、市町村、当該利用者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じているか。（あらかじめ職員に対し、事故発生時の対応方法に関して周知を図ること。運営規程への記載等）
　  　（平18厚令171第76条(第40条1項)）


	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ８
２　事故処置に関する記録
	

	
	（２）事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録しているか。
（平18厚令171第76条(第40条2項)）


	　□記録している
□記録していない

　□該当なし
	１　事故処置に関する記録
	

	
	（３）利用者へのサービス提供に際し賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行っているか。（平18厚令171第76条(第40条3項)）
※　事業者は、損害賠償保険に加入するのが望ましい。

	　□適切に行っている
□適切に行っていない

　□該当なし
	１　事故処置に関する記録

	

	35　身体拘束等の禁止

	（１）サービスの提供に当たり、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行っていないか。
（平18厚令171第73条1項）
	　□行っていない
□行っている（ことがある）


	
	

	
	（２）やむを得ず（１）を行う場合には、その態様、時間、その際の利用者の心身状況、緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しているか。（平18厚令171第73条2項）
	　□記録している
□記録していない

　□該当なし
	１　関係記録
	

	36　地域との連
携
	地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等、地域との交流に努めているか。
（平18厚令171第74条）


	　□努めている
□努めていない


	１　地域交流に関する記録、ちらし等

	

	37  記録の整備

	従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。
また、次の記録についてサービスを提供した日から５年間保存しているか。

（平18厚令171第93条(第75条)）

①　療養介護計画

②　サービス提供記録

③　利用者（支給決定障害者）に関する市町村への通知に係る記録

④　身体拘束等の記録

⑤　苦情の内容等の記録

⑥　事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　関係記録
	


第５　変更の届出等

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　変更の届出
	次の事項に変更があったとき、又は当該事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、10

日以内に県知事に届け出ているか。

①　事業所の名称及び所在地

②　申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所

③　申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。）
④　建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要

⑤　事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所

6 運営規程

⑦　当該申請に係る事業に係る介護給付費及び療養介護医療費の請求に関する事項

　　　（法第46条1項、法施行規則第34条の23）
	　□適正に届け出ている

□適正に届け出ていない

　　→□10日以内に届け出ていない
　　　□変更、又は廃止等について届け出ていない

届け出ていない内容
　□該当なし


	
	


第６　介護給付費等の算定及び取り扱い
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）

	（１）サービスに要する費用の額は、平成18年厚生労働省告示第523号の別表「介護給付費等単位数表」の第５により算定する単位数に、10円を乗じて得た額を算定しているか。
　（平18厚告523の一）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	

	
	（２）端数処理

　　　加算減が必要となる所定単位数の算定に当たり、小数点以下の端数が生じた場合、その都度四捨五入し整数値にして計算しているか。（計算例参照）
　　　また、算定された単位数から金額に換算する際に生ずる1円未満（小数点以下）の端数については、切り捨てとする。（平18厚告523の二）
※（計算例）居宅介護（身体介護30分未満で254単位）

・３級ヘルパーの場合　所定単位の70%

　254×0.7＝177.8→178単位

・３級ヘルパーで夜間又は早朝の場合

　178×1.25＝222.5→223単位

※254×0.7×1.25＝222.25として四捨五入するのではない。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　
	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
　
	

	
	（３）障害福祉サービス種類相互の算定関係

特別な事情がある場合を除き、利用者が他の障害福祉サービスを受けている間又は旧法施設支援を受けている間に、当該サービス費を算定していないか。

（非該当）
※　介護給付費等については、同一時間帯に複数の障害福祉サービスに係る報酬を算定できない。例えば、日中活動サービス（生活介護、児童デイサービス、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型）を受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行うことについては、本来、居宅介護の家事援助として行う場合は、本人の安否確認、健康チェック等も併せて行うべきであることから、居宅介護の所定単位数は算定できない。

また、日中活動サービスの報酬については、１日当たりの支援に係る費用を包括的に評価していることから、日中活動サービスの報酬を算定した場合には、同一日に他の日中活動サービスの報酬は算定できない。

	　□算定していない
□算定している

　　→特別な事情


□該当なし
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	（４）減算の取扱

サービス費の算定に当たっては、次のいずれかに該当する場合に、それぞれに掲げる割合を所定単位数に乗じているか。
（平18厚告523別表第4の注8）

ア　定員超過の場合　→　所定単位数（加算前）の100分の70
１　対象となる障害福祉サービス

　療養介護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、施設入所支援、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（生活訓練サービス費（Ⅱ）は除く。）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型）

２　具体的取扱い

(1) 日中活動サービスの場合 

ア　１日の利用者数が次のいずれかに該当する場合

①定員50人以下：定員×150/100を超える場合
②定員51人以上：75＋（定員－50）×125/100を超える場合
イ　過去３月間の利用者数の平均値が定員×125/100を超える場合

（ただし、定員11人以下：定員＋３を超える場合）

　例：利用定員30人、１月の開所日数が22日の施設の場合

　　　30人×22日×3月＝1,980人

　　　1,980人×1.25＝2,475人（受入れ可能延べ利用者数）

（※３月間の総述べ利用者数が2,475人を超えると減算）

※　多機能型事業所等における定員超過利用減算
　　複数のサービスごとに、当該利用定員を超える受入れ可能人数を算出する。

（例１）定員40人（生活介護20、自立訓練（生活）10、就労継続Ｂ10）の1日当たりの実績による受入れ可能人数

　　→　生活介護　　　 ：20人×150％＝30人、自立訓練（生活）：10人×150％＝15人、

        就労継続Ｂ     ：10人×150％＝15人

　 　 　よって、サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。

        生活介護：30人、生活訓練：15人、就労継続Ｂ15人

（例２）定員40人（生活介護20、自立訓練（生活）10、就労継続Ｂ10）、月の開所日数が22日の場合の過去3ヶ月の利用実績によるによる受入れ可能人数

　　→　生活介護　　　 ：20人×22日×3月＝1,320人×125％＝1,650人

　　　　自立訓練（生活）：10人×22日×3月＝  660人×125％＝  825人

就労継続Ｂ　　 ：10人×22日×3月＝　660人×125％＝　825人

　 　 　よって、サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。

        生活介護：1,650人、自立訓練（生活）：825人、就労継続Ｂ825人

(2) 療養介護、短期入所、宿泊型自立訓練及び施設入所支援の場合

ア　１日の利用者数が次のいずれかに該当する場合

①定員50人以下：定員×110/100を超える場合
②定員51人以上：55＋（定員－50）×105/100を超える場合
イ　過去３月間の利用者数の平均値が定員×105/100を超える場合
　例：利用定員50人の施設の場合

　　　(50人31日)×（50人×30日）＋（50人×31日）＝4,600人

　　　4,600人×1.05＝4,830人（受入れ可能延べ利用者数）

（※３月間の総述べ利用者数が4,830人を超えると減算）

※定員超過の算定の際の利用者数

　上記の利用者数の算定に当たっては、次の１～３までに該当する利用者を除くことができる。

１　市町村の措置による利用者

２　「地域生活への移行が困難になった障害者及び離職した障害者の入所施設等への受入について」（平18年4月3日付け障障発第0403004号）により定員の枠外として取り扱われる入所者

３　災害等やむを得ない理由により定員の枠外として取り扱われる入所者
イ　人員欠如の場合　→　所定単位数（加算前）の100分の70
１　対象となる障害福祉サービス

　療養介護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、共同生活介護、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（生活訓練サービス費（Ⅱ）は除く。）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型、共同生活援助

２具体的取扱い

(1) 居宅介護の従業者、生活支援員、看護職員、理学療法士、作業療法士、（児童）指導員、保育士、地域移行支援員、職業指導員、就労支援員及び世話人

ア　人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算

イ　人員基準上必要とされる員数から１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算

(2) (1)以外の人員欠如（サービス管理責任者等）については、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算

(3) 常勤又は専従など、従業者の員数以外の要件を満たしていない場合には、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算

(4) 多機能型事業所等であって、複数の障害福祉サービス又は昼間実施サービスの利用者の数の合計数に基づき、配置すべきサービス管理責任者の員数等を満たしていない場合には、当該複数の障害福祉サービス又は昼間実施サービスの利用者の全員について減算
ウ　夜勤職員欠如の場合　→　所定単位数（加算前）の100分の95

１　対象となる障害福祉サービス

　　施設入所支援

２　具体的取扱い

夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準の規定に満たない場合の減算については、ある月（暦月）において次のいずれかに該当する場合、その翌月の利用者の全員について減算

(1) 夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前5時までの時間を含めた連続する16時間をいい、原則として、指定障害者支援施設等ごとに設定するものとする。）において夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準に定める員数に満たない事態が2日以上連続して発生した場合

(2) 夜勤時間帯において夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準に定める員数に満たない事態が4日以上発生した場

　エ　個別支援計画が作成されていない場合　→　所定単位数（加算前）の100分の95
　
１　対象となる障害福祉サービス

　療養介護、生活介護、児童デイサービス、共同生活介護、施設入所支援、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（生活訓練サービス費（Ⅱ）は除く。）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型、共同生活援助

２　具体的取扱い

　個別支援計画の作成が適切に行われていない場合には、次のいずれかに該当する月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで、次のいずれかに該当する利用者につき減算

(1) サービス管理責任者による指揮の下、個別支援計画が作成されていない。

(2) 個別支援計画の作成に係る一連の業務が適切に行われていない。

オ　平均利用期間が標準利用期間を超える場合　→　所定単位数（加算前）の100分の95　

１　対象となる障害福祉サービス

　自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（宿泊型自立訓練を除く。）、就労移行支援

２　具体的取扱い

　事業所等が提供する各サービスの利用者（サービスの利用開始から１年を経過していない者を除く。）ごとの利用期間の平均値が標準利用期間に６月間を加えて得た期間を超えている１月間について、利用者全員につき減算

※「標準利用期間に６月間を加えて得た期間」

　・自立訓練（機能訓練）２４月間（１年６月間＋６月間）

　・自立訓練（生活訓練）３０月間（２年　　　＋６月間）

　・就労移行支援 ３０月間（２年　　　＋６月間　※４２月間又は６６月間の場合有）

(1) 利用者ごとのサービス利用期間は、当該利用者のサービス利用開始日から各月の末日までの間の月数を算出するものとする。この場合において、サービス利用開始日が月の初日の場合にあってはサービス利用開始日の属する月を含み、月の２日目以降の場合にあっては当該月を含まず、翌月以降から起算する。

(2) 頸髄損傷により四肢に麻痺がある者であって、標準利用期間が36月間とされる自立訓練（機能訓練）の利用者については、上記aにより算定した期間を1.75で除して得た期間とする。

(3) １年間以上にわたり入院をしていた者又は１年間以上にわたり入退院を繰り返していた者であって、標準利用期間が36月間とされる自立訓練（生活訓練）の利用者については、上記aにより算定した期間を1.4で除して得た期間とする。
カ　複数の減算事由に該当する場合の取扱い　

　原則として、それぞれ減算割合を乗ずることとになるが、定員超過利用と人員欠如の双方の事由に該当する減算割合を乗じるが、定員超過利用と人員欠如の双方の事由に該当する場合については、いずれか一方の事由のみに着目して減算を行うこと
キ　大規模住居に該当する場合の取扱　

1 共同生活介護の場合

a  共同生活住居の入居定員か8人以上   100分の95

b  共同生活住居の入居定員が21人以上  100分の93
2 共同生活援助の場合

a  共同生活住居の入居定員か8人以上   100分の90

b  共同生活住居の入居定員が21人以上  100分の87
	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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	（５）その他注意事項

ア　日中活動サービスのサービス提供時間

　　　日中活動サービスの報酬の算定に当たって、当該日中活動サービスに係るサービス提供時間の下限が設定されているものではないが、日中活動サービスは、個々の利用者について、適切なアセスメントを通じて、個別支援計画を作成することから、計画に沿ったサービスを提供する上で必要となるサービス提供時間が確保される必要がある。

イ　事業所等とは別の場所で行われる企業実習等への支援

　　就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型の事業所とは別の場所の場所で行われる企業実習等への支援（事業所外等支援）は、次のいずれも満たす場合に限り、１年度につき180日間（実際に利用した日数）を限度に算定する。


	
	
	

	
	
	
	
	

	
	※要件

１　事業所外等支援が運営規程に位置付けられていること。

２　事業所外等支援の内容が、事前に個別支援計画に位置付けられ、１週間ごとに計画の見直しが行われ、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行が認められること。

３　利用者又は実習受入事業者等から利用者の状況を聞き取りして日報が作成されていること。

４　事業所外等支援の期間中における緊急時の対応ができること。
ウ　加算の算定要件等を満たすべき数を算定する際の利用者数

①　報酬算定上満たすべき従業者の員数又は加算等若しくは減算の算定要件を算定する際の利用者数は、当該年度の前年度の平均を用いる（新規開設又は再会の場合は推定数による）。この場合、利用者数の平均は、前年度の全利用者の延べ数を当該前年度の開所日数を除して得た数（小数点第2位以下を切り上げ）とする。

②　新設又は増改築等の場合（前年度において１年未満の実績しかない場合）の利用者数は、次のとおりとする。

・６月未満の間　　　　…便宜上、定員の90％を利用者数とする。

・６月以上１年未満の間…直近の６月における全利用者の延べ数を６月間の開所日数で除して得た数とする。

・１年以上　　　　　　…直近１年間における全利用者の延べ数を１年間の開所日数で除して得た数とする。

③　定員を減少する場合には、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の述べ利用者数を３月間の開所日数で除して得た数とする。

④　これにより難い合理的な理由がある場合で、都道府県知事が認めた場合は、他の適切な方法により、利用者数を推定できる。

エ　定員規模別単価の取扱い

①　療養介護、生活介護、児童デイサービス、施設入所支援、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型については、運営規程の利用定員に応じた報酬を算定する。

②　多機能型事業所又は複数の昼間実施サービスを実施する指定障害者支援施設等については、昼間実施サービスの利用定員の合計数を利用定員数とした場合の報酬を算定する。

③　多機能型指定児童デイサービス事業所は、児童デイサービスの利用定員、児童デイサービスを除く多機能型事業所の利用定員、それぞれの規模に応じて報酬を算定する。がある。


	
	
	


	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	２　療養介護サービス費

(Ⅰ)～(Ⅴ)
	（１）下記のいずれにも該当する利用者を対象に、指定療養介護を行った場合に、所定単位数を算定しているか。
※対象者

①　障害程度区分6に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者
②　障害程度区分5以上に該当し、進行性筋萎縮症に罹患している者又は重度の知的障害者及び重度の肢体不自由が重複している者（重症心身障害者）。障害程度区分３以上

（平18厚告523別表第4の1の注1）
ア　療養介護サービス費（Ⅰ）

　①　利用定員が40人以下　　　　　　 　904単位

　②　利用定員が41人以上60人以下　　　885単位

　③　利用定員が61人以上80人以下　　　868単位

　④　利用定員が81人以上　　　　　　　 857単位

イ　療養介護サービス費（Ⅱ）

　①　利用定員が40人以下　　　　　　 　659単位

　②　利用定員が41人以上60人以下　　　629単位

　③　利用定員が61人以上80人以下　　　604単位

　④　利用定員が81人以上　　　　　　　 591単位

ウ　療養介護サービス費（Ⅲ）

　①　利用定員が40人以下　　　　　　 　521単位

　②　利用定員が41人以上60人以下　　　495単位

　③　利用定員が61人以上80人以下　　　484単位

　④　利用定員が81人以上　　　　　　　 476単位

エ　療養介護サービス費（Ⅳ）

　①　利用定員が40人以下　　　　　　 　417単位

　②　利用定員が41人以上60人以下　　　385単位

　③　利用定員が61人以上80人以下　　　371単位

　④　利用定員が81人以上　　　　　　　 362単位

オ　療養介護サービス費（Ⅴ）

　①　利用定員が40人以下　　　　　　 　417単位

　②　利用定員が41人以上60人以下　　　385単位

　③　利用定員が61人以上80人以下　　　371単位

　④　利用定員が81人以上　　　　　　　 362単位

【各サービスの対象及び従業者の種別による取扱い】

ア　療養介護サービス費（Ⅰ）
　次のいずれにも該当するものとして、県知事に届け出た場合に、利用定員に応じ、１日につき「療養介護サービス費（Ⅰ）」の所定単位数を算定する。
①　生活支援員の員数

　　　生活支援員の員数が、指定療養介護の単位ごとに、常勤換算方法で、前年度の利用者数（特定旧法受給者等を除く）の平均値を2で除して得た以上

②　障害程度区分6の利用者の割合

　　　区分6に該当する利用者が利用者全体（特定旧法受給者等を除く）の100分の50以上

　 (平18厚告523別表第4の1の注3、平18厚告551の一のイ)
イ　療養介護サービス費（Ⅱ）

次に該当するものとして、県知事に届け出た場合に、利用定員に応じ、１日につき「療養介護サービス費（Ⅱ）」の所定単位数を算定しているか。

　①　生活支援員の員数

　　　生活支援員の員数が、指定療養介護の単位ごとに常勤換算方法で、前年度の利用者数（特定旧法受給者等を除く）の平均値を３で除して得た以上

　 (平18厚告523別表第4の1の注4、平18厚告551の一のロ)

ウ　療養介護サービス費（Ⅲ）

　次に該当するものとして、県知事に届け出た場合に、利用定員に応じ、１日につき「療養介護サービス費（Ⅲ）」の所定単位数を算定しているか。

　①　生活支援員の員数

　　　生活支援員の員数が、指定療養介護の単位ごとに、常勤換算方法で、前年度の利用者数（特定旧法受給者等を除く）の平均値を４で除して得た以上

　 (平18厚告523別表第4の1の注5、平18厚告551の一のハ)

　

エ　療養介護サービス費（Ⅳ）

　次に該当するものとして、平18厚令171附則第3条1項に規定する指定療養介護が県知事に届け出た場合に、利用定員に応じ、１日につき「療養介護サービス費（Ⅳ）」の所定単位数を算定しているか。

　①　生活支援員の員数

　　　生活支援員の員数が、指定療養介護の単位ごとに、常勤換算方法で、前年度の利用者数（特定旧法受給者等を除く）の平均値を６で除して得た以上

　 (平18厚告523別表第4の1の注6、平18厚告551の一のニ)

※　平18厚令171附則第3条1項に規定する指定療養介護
平成18年10月1日に現存する指定医療機関が指定療養介護に転換した場合において、生活支援員が前年度の利用者数の平均値を４で除して得た以上を満たすための人員配置計画を作成した指定療養介護。（平成24年3月31日までの経過措置）
オ　療養介護サービス費（Ⅴ）

次に該当するものとして、県知事に届け出た場合に、利用定員に応じ、１日につき「療養介護サービス費（Ⅴ）」の所定単位数を算定しているか。

　①　生活支援員の員数

　　生活支援員の員数が、指定療養介護の単位ごとに常勤換算方法で、常勤換算方法で、次の合計数以上

・　特定旧法受給者等を除く利用者を４で除した数以上

　　　  ・　特定旧法受給者等を６で除した数以上

　 　 (平18厚告523別表第4の1の注7、平18厚告551の一のホ、平18厚令171第50条1項3号、附則第3条2項）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない

１　生活支援員の員数

①　配置人員（事前調書Ｐ６の

(Ｄ)）　　 ＝　　　．　人

②　必要人員（本調書Ｐ３の

(Ａ)／２） ＝　　　．　人

２　区分６の利用者の割合（本調

書Ｐ４の(Ｉ)）＝　　　　 ％
１　生活支援員の員数

①　配置人員（事前調書Ｐ６の

(Ｄ)）　　 ＝　　　．　人

②　必要人員（本調書Ｐ３の

(Ａ)／３） ＝　　　．　人

１　生活支援員の員数

①　配置人員（事前調書Ｐ６の

(Ｄ)）　　 ＝　　　．　人

②　必要人員（本調書Ｐ３の

(Ａ)／４） ＝　　　．　人

１　生活支援員の員数

①　配置人員（事前調書Ｐ６の

(Ｄ)）　　 ＝　　　．　人

②　必要人員（本調書Ｐ３の

(Ａ)／６） ＝　　　．　人

１　生活支援員の員数

①　配置人員（事前調書Ｐ６の

(Ｄ)）　　 ＝　　　．　人

②　必要人員（本調書Ｐ３の

(Ｇ))　　 ＝　　　．　人


	１　事前調書Ｐ３
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
３　受給者証

１　「生活支援員の員数」に関する左記の自主点検結果「①配置人員」と「②必要人員」との対比

２　「区分６の利用者の割

合」に関する自主点点検

結果と要件(50％以上)と

の対比

３　県への届出状況の確認

４　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

（必要に応じて直近月以外の月を確認）
１　「生活支援員の員数」に関する左記の自主点検結果「①配置人員」と「②必要人員」との対比

２　県への届出状況の確認

３　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

（必要に応じて直近月以外の月を確認）

１　「生活支援員の員数」に関する左記の自主点検結果「①配置人員」と「②必要人員」との対比

２　県への届出状況の確認

３　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

（必要に応じて直近月以外の月を確認）

１　「生活支援員の員数」に関する左記の自主点検結果「①配置人員」と「②必要人員」との対比

２　県への届出状況の確認

３　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

（必要に応じて直近月以外の月を確認）

１　「生活支援員の員数」に関する左記の自主点検結果「①配置人員」と「②必要人員」との対比

２　県への届出状況の確認

３　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

（必要に応じて直近月以外の月を確認）

	

	
	（２）「療養介護サービス費（Ⅴ）」については、「※　特定旧法受給者等」の要件に該当する者に対して、指定療養介護を行った場合に、所定単位数を算定しているか。（平成24年3月31日までの間の経過措置） (平18厚告523別表第4の1の注2)
	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　事前調書Ｐ３

２　護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	

	
	（３）地方公共団体が設置する指定療養介護事業所の場合は、所定単位数の965/1000に相当する単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第4の注3、4、5、7）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	３　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	


	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	〔各種加算〕

３　地域移行加算
	入院期間が１月を超えると見込まれる利用者の退院に先立って、当該事業所に置くべきいずれかの職種の者が、利用者に対して、退院後の生活について相談助言を行い、かつ、利用者が退院後生活する居宅を訪問し、利用者及び家族等に対して退院後の障害福祉サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場合に、入院中１回を限度として所定単位数を加算しているか。

また、利用者の退院後30日以内に利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族等に対して相談援助を行った場合に、退院後１回を限度として所定単位数を加算しているか。【500単位】
（平18厚告523別表第4の2の注）


※　留意事項
１　加算は退院日に算定し、退院後の訪問相談については訪問日に算定すること。

　２　次のいずれかに該当する場合は加算を算定できない。

　　(1)　退院して病院又は診療所へ入院する場合

(2)　退院して他の社会福祉施設等へ入所する場合

(3)　死亡退院の場合

３　加算の対象となる相談援助を行った場合は。相談援助を行った日及び相談援助の内容の要件を記録すること。

４　加算の相談援助の内容は、次のようなものであること。

(1)　退院後の障害福祉サービスの利用等に関する相談援助

(2)　食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する相談援助

(3)　退院する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助

(4)　住宅改修に関する相談援助

(5)　退院する者の介護等に関する相談援助

  ５　退院前の相談援助に係る加算を算定していない場合であっても、退院後の訪問による相談援助を行えば、当該支援について加算を算定できること。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ７

２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	４　福祉専門職員配置等加算


	　生活支援員の配置が次の条件に該当して県に届出している場合、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚生告523別表第4の3の注1、2）

·  福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）…7単位
生活支援員として常勤で配置されている従業員のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業員の割合が100分の25以上であるものとして県に届け出た指定療養介護事業所でサービスを提供した場合

· 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）… 4単位
　次のいずれかに該当するものとして県に届出し、サービスを提供した場合

（１）生活支援員として配置されている従業員のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。

（２）生活支援員として常勤で配置されている従業員のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。
	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ７
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
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